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○国立大学法人上越教育大学不動産貸付事務取扱細則

（平成16年４月１日細則第９号）

最終改正 平成27年３月24日細則第11号

（趣旨）

第１条 この細則は，国立大学法人上越教育大学固定資産等管理規程（平成16年規程第63

号）第11条に規定する不動産の貸付の取扱いについて必要な事項を定める。

（貸付を許可する範囲）

第２条 物品等管理役が，国立大学法人上越教育大学（以下「本法人」という。）に所属

する不動産（以下「不動産」という。）をその本来の用途又は目的を妨げない限度にお

いて本法人以外の者に貸し付けすることを許可することができる範囲の基準は，次の各

号に掲げる場合とする。

(1) 本法人の事業遂行上その必要性が認められ，かつ，次のいずれかに該当する場合

ア 気象情報のように，国の施策に基づき広く一般国民に当該情報等を提供しなけれ

ばならない場合において，一般国民へのサービスを国以外の者に行わせるため，不

動産を貸し付ける場合

ただし，国の施策の普及，宣伝等を行う場合であっても特定の業界のためにする

ものは除く。

イ 本法人の施設を公開する場合において，入場者等へのサービス等を本法人以外の

者に行わせるため，不動産を貸し付ける場合

(2) 役員，職員及び学生（以下「役職員等」という。）のため，食堂，売店，理髪店，

その他役職員等が直接利用することを目的とする福利厚生施設を設置する場合

(3) 役職員等又は上越教育大学（以下「本学」という。）に来学する多数の者が多大な

利益を受けると認められる不動産に，現金自動設備を設置する場合

(4) 運輸事業，水道，電気又はガス供給事業その他の公共事業の用に供するため，やむ

を得ないと認められる場合

(5) 公共的見地からの要請が強い場合において，僅少な面積について使用を認める場合

(6) 次のいずれかに該当し，貸付期間が一時的であり，かつ，貸付目的が営利を目的と

しない場合

ア 公共的な講演会，研究会等のため貸し付ける場合

イ 交通事情の見地から警察署から要請があり，地方公共団体等（町内会等を含む。

以下同じ。）に不動産の一部を駐車場として貸し付ける場合

ウ 不動産の一部（グランド等）を地方公共団体等の主催する野球大会等に貸し付け

る場合

(7) 次のいずれかに該当し，当該施設の貸付を認めないことが本法人の立場上又は社会

的，経済的見地から妥当でない場合

ア 本法人の施設を使用しなければ試験，研究，試作等が困難な場合において，当該

施設を使用させる場合

イ 隣接地の所有者が不動産を使用しなければ下水を下水道まで通過させることがで
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きない場合等において，下水管等を設置させる場合

ウ 国立大学の職員等の特許権等を扱う技術移転機関（承認ＴＬＯ（ＴＬＯ：Techn-

ology Licensing Organization）)又は国立大学法人等の所有の特許権等を扱う技

術移転機関（認定ＴＬＯ）にその事業の用に供するため本法人の不動産を使用させ

ることが必要と認められる場合

エ 国立大学法人等の研究成果を活用した事業を行う中小企業又は個人にその事業の

用に供するため本法人の不動産を使用させることが必要と認められる場合

(8) 災害その他の緊急やむを得ない事態の発生により応急施設として短期間その用に供

する場合

２ 貸付を許可するに当たっては，現状のまま使用させることとし，将来本法人の必要に

応じてその貸付を終了させた場合に原状回復できる状態におくことを原則とする。

（貸付とみなさない範囲）

第３条 次の各号に掲げる不動産は，本法人の事業遂行のため，本法人が当該不動産を提

供するものであるから，この細則でいう貸付とはみなさないことができる。

(1) 本学附属小学校及び附属中学校における児童生徒への給食の提供等本来本法人が行

うべき業務を本法人以外の者に委託した場合において，それらの業務を行うため必要

な厨房施設

(2) 本法人の事務，事業の一部を本法人以外の者に委託した場合において，それらの事

務，事業を行うために必要な施設（ただし，本法人の施設を使用させることが契約書

に明記されており，かつ，当該業務以外に本法人の施設を使用しない場合に限る。）

(3) 清掃，警備等の役務を本法人以外の者に委託した場合において，それらの役務の提

供に必要な施設（ただし，当該役務の提供に必要な施設を委託者において提供するこ

とが慣習として一般化しており，かつ，契約書に施設を提供することが明記されてい

る場合に限る。）

（無償貸付の範囲）

第４条 第２条で規定する基準に該当し，かつ，次の各号のいずれかに該当するときは，

無償で不動産を貸し付けることができる。

(1) 国及び地方公共団体等において，公共の用に供するため，やむを得ないと認められ

る場合

(2) 災害その他の緊急やむを得ない事態の発生により応急施設として短期間その用に供

する場合

(3) 役職員等の所属する団体の運営で，本法人の事業上必要と認められる講演会，研究

会等を実施する場合

(4) 第２条第１項第２号に掲げる福利厚生施設を設置する場合

(5) その他学長が特に必要があると認める場合

（貸付の許可の手続き等）

第５条 不動産の貸付を許可するに当たっては，貸付の許可を受けようとする者から別記

第１号様式の固定資産貸付許可申請書を提出させ，別記第２号様式の固定資産貸付許可

書を発行しなければならない。

（相手方の選定）
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第６条 相手方の選定に当たっては，資力，信用，技能等を十分に調査しなければならな

い。

（貸付を許可する期間）

第７条 貸付を許可する期間は，次の各号に掲げる期間を超えることができない。

(1) 不動産のうち，土地及び土地の定着物は，30年とする。

(2) 不動産のうち，建物その他の物件は，10年とする。

２ 前項の期間は，必要に応じて貸付の許可を更新することを妨げないものとする。

３ 前２項にかかわらず，一時的に貸付する期間は，原則として１年以内とする。

（火災保険の付保）

第８条 必要に応じて貸付を許可する相手方に本法人を受取人とする火災保険契約を締結

させるものとする。

（貸付料等）

第９条 不動産の貸付を許可する場合の貸付料は，別に定める貸付料算定方法に基づいて

算定した額に消費税及び地方消費税の相当額を加えた額とする。

２ 貸付料は，指定の期日までに本法人が指定する金融機関等の口座に振り込むものとす

る。

（貸付の許可の取消し等の通知）

第１０条 不動産の貸付の許可を取り消し，又は貸付の許可の更新をしないときは，貸付

の許可を取り消し，又は貸付の許可の期間が満了する３月以前に相手方に通知するよう

にしなければならない。ただし，緊急を要する場合その他特別な事情がある場合には，

この限りでない。

（原状回復等）

第１１条 貸付の許可を受けた者が不動産の貸付を終了したときは，必ず指定した期日ま

でに原状回復の上，当該財産を明け渡さなければならない。ただし，貸付許可条件にお

いて別の定めをした場合は，この限りでない。

（その他）

第１２条 この細則に定めるもののほか，不動産の貸付に関し必要な事項は，学長が別に

定める。

附 則

１ この細則は，平成16年４月１日から施行する。

２ この細則の施行の際，現に国有財産法（昭和23年法律第73号）に基づき使用許可を受

けていた使用者は，この細則による規定によってなされた使用許可とみなす。

附 則（平成18年細則第９号（平成18年３月31日））

この細則は，平成18年４月１日から施行する。

附 則（平成26年細則第３号（平成26年１月31日））

この細則は，平成26年４月１日から施行する。

附 則（平成27年細則第11号（平成27年３月24日））

この細則は，平成27年４月１日から施行する。
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別記第１号様式（第５条関係）

年 月 日

物品等管理役

施設課長 殿

申請者住所

団 体 名

担当者氏名

固 定 資 産 貸 付 許 可 申 請 書

貴法人所有の固定資産について，下記のとおり貸付許可を申請いたします。

記

１ 貸付許可申請物件

所 在

区 分

数 量

貸付許可申請部分

２ 貸付許可を受けようとする理由

３ 貸付期間及び条件

(1) 年 月 日～ 年 月 日

(2) 条件 貴法人の定めるとおりとする。

４ 貸付料

貴法人の定めるとおりとする。

５ 使用見込人数

名[ 男子 名，女子 名 ]

６ その他参考事項

７ 添付図面

(1) 平面図
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別記第２号様式（第５条関係）

越教大施第 号

年 月 日

固 定 資 産 貸 付 許 可 書

申請者住所

団 体 名 殿

許 可 者

物品等管理役（施設課長） 印

年 月 日付けをもって申請のあった本法人管理の固定資産を貸し付ける

ことについては，下記の条件を付して許可する。

なお，この許可について不服があるときは，この許可があったことを知った日の翌日

から起算して６０日以内に本学に対して審査請求をすることができる。

記

（貸付許可物件）

第１条 貸付を許可する物件は，次のとおりである。

所 在

区 分

数 量

貸付部分

（指定する用途）

第２条 貸付を許可された者は， の用に供し

なければならない。

（貸付許可期間）

第３条 貸付を許可する期間は， までとする。

（貸付料及び延滞金）

第４条 貸付料は， 円（うち消費税及び地方消費税相当額 円）
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とし，上越教育大学出納役の発する請求書により，指定期日までに納入しなければな

らない。

２ 指定期日までに貸付料を支払わないときは，その翌日から納入の日までの日数に応

じ，年５．００％の割合で計算した金額を延滞金として支払わなければならない。

（貸付料の改定）

第５条 物品等管理役は，経済情勢の変動，その他の事情の変更に基づいて特に必要が

あると認める場合には，貸付料を改定することができる。

（経費の負担等）

第６条 貸付を許可された者は，当該貸付を許可された物件に付帯する電気，ガス，冷

暖房，水道及び電話等の使用料金を負担しなければならない。

（物件保全義務等）

第７条 貸付を許可された者は，善良な管理者の注意をもって維持保存しなければなら

ない。

２ 前項の維持保存のため，通常必要とする修繕費その他の経費はすべて貸付を許可さ

れた者の負担とし，その費用は請求しないものとする。

（使用上の制限）

第８条 貸付を許可された者は，貸付を許可された期間中，貸付を許可された物件を第

２条に指定する用途以外に供してはならない。

２ 貸付を許可された者は，貸付を許可された物件を他の者に転貸し，又は担保に供し

てはならない。

３ 貸付を許可された者は，貸付を許可された物件について修繕，模様替その他の行為

をようとするとき，又は使用計画を変更しようとするときは，事前に書面をもって物

品等管理役の承認を受けなければならない。

（貸付許可の取消又は変更）

第９条 物品等管理役は，次の各号の１に該当するときは，貸付許可の取消又は変更を

することができる。

(1) 貸付を許可された者が許可条件に違背したとき。

(2) 本学において貸付を許可した物件を必要とするとき。

（原状回復）

第10条 物品等管理役が貸付許可を取消したとき，又は貸付を許可した期間が満了した

ときは，貸付を許可された者は，自己の負担で，物品等管理役の指定する期日までに，

貸付を許可された物件を原状に回復して返還しなければならない。ただし，物品等管

理役が特に承認したときは，この限りでない。

２ 貸付を許可された者が原状回復の義務を履行しないときは，物品等管理役は，貸付

を許可された者の負担においてこれを行うことができる。この場合貸付を許可された

者は，物品等管理役に異議を申し立てることができない。

（損害賠償）

第11条 貸付を許可された者は，その責に帰する事由により，貸付を許可された物件の

全部又は一部を滅失又はき損したときは，当該滅失又はき損による貸付を許可された

物件の損害額に相当する金額を損害賠償として支払わなければならない。ただし，前
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条の規定により貸付を許可された物件を原状回復した場合は，この限りでない。

２ 前項に掲げる場合のほか，貸付を許可された者は，本許可書に定める義務を履行し

ないため損害を与えたときは，その損害額に相当する金額を損害賠償額として支払わ

なければならない。

（有益費等の請求権の放棄）

第12条 貸付許可の取消が行われた場合においては，貸付を許可された者は，貸付を許

可された物件に投じた改良のための有益費その他の費用が現存している場合であって

も，その費用等の償還の請求はしないものとする。

（実地調査等）

第13条 物品等管理役は，貸付を許可した物件について随時に実地調査し，又は所要の

報告を求め，その維持使用に関し指示することができる。

（疑義の決定）

第14条 本条件に関し，疑義のあるときその他貸付を許可した物件の使用について疑義

を生じたときは，物品等管理役の決定するところによるものとする。


